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地域・社会課題の解決に向けた規制・制度改革に係る提案状況について

 合計で、19自治体から44件の地域課題の解決に向けた規制・制度改革の提案が寄せられた。 ※募集期間：R5.12.27～R6.2.29

 寄せられた提案の中には、各地域が共通して抱える課題に関する提案も多く存在。
共通の課題を抱えた自治体が共に課題解決に取り組んでいけるよう、規制・制度を所管する各省庁との議論を進める。

※ 提案〆切時点で事務局において集計したものであり、今後、提案内容を整理する上で件数が変わる可能性がある

自治体名 提案件数

北海道江別市 ４件

北海道千歳市 ４件

北海道恵庭市 ４件

北海道北広島市 １件

北海道当別町 １件

宮城県 ２件

福島県※ ４件※

茨城県 11件

群馬県 １件

自治体名 提案件数

三重県桑名市 ３件

岡山県総社市 １件

広島県 １件

徳島県 ２件

愛媛県今治市・高知県黒潮町 １件

長崎県 １件

熊本県 １件

沖縄県石垣市 ２件

【 提案自治体と提案件数 】

合計 19自治体 ・ 44件
※うち１件は福島県浪江町との共同提案



主な規制・制度改革の提案内容

2

※本資料は、提案資料に基づき事務局において内容を便宜上整理・要約したもの
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 ドローンの型式認証の緩和 【長崎県】
離島等におけるドローン配送サービスの円滑な実装を行うため、一定の条件を満たした機体の型式認証を不要化する。（航空法）

 ドローンと人・物件との30mの離隔距離の緩和 【福島県】
住宅等へのドローンによる物資配送サービスを実現するため、ドローンと人・物件との30ｍの離隔距離※を緩和する。（航空法施行規則等）
※現行制度では、30m以内の飛行の際には、補助者の配置などの必要な措置を講じる必要がある。

夜間飛行の制限緩和 【福島県】
夜間におけるドローンによる物資配送サービスを実現するため、ドローンの飛行時間制限（日出～日没まで） ※を緩和する。（航空法）
※現行制度では、夜間飛行を実施する際には、補助者の配置などの必要な措置を講じる必要がある。

買い物困難地域等におけるドローン活用

 と畜検査場における民間獣医師やAI等の活用 【茨城県】
公務員獣医師に限定されている「と畜検査員」について、民間獣医師やAIの利活用等を可能とする。（と畜場法）

 タクシー運転手の第二種免許の撤廃及び営業区域の緩和 【茨城県】
タクシー不足やタクシー運転手の人手不足の解消に向けて、第一種免許によるタクシーの運転を可能とすることや特定の時間帯等における営
業区域外でのタクシーの営業を可能とする。（道路交通法・道路運送法）

自律運航船・無人運航船の実現 【広島県】
離島で生活する住民の生活手段である海上交通の持続的な運営に向け、遠隔監視システム等を活用した自律運航船や将来的な無人運
航船の実現に必要な制度整備を行う。（船舶安全法、船員法等）

空港の保安検査員の配置要件の緩和 【沖縄県石垣市】 
空港保安業務の人手不足へ対応するため、検査レーンごとに必要となる１級検定合格警備員の配置要件を緩和する。（警備員等の検定等に
関する規則）

様々な分野における人手不足の解消



主な規制・制度改革の提案内容

自動販売機でのOTC医薬品の販売 【愛媛県今治市・高知県黒潮町】
島しょ部等の薬局・薬剤師不足への対応のため、薬剤師等による遠隔での説明・指導のもと、自動販売機でのOTC医薬品の販売を可能とす
る。（薬機法等）

遠隔医療に係る診療報酬の改定 【徳島県】
医療機関間の連携により遠隔医療を提供する場合に、対面診療と同等の診療報酬（※現行では８割程度）とし、遠隔から対応した病院が一
定の診療報酬を算定できることとする。
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医療提供体制の確保・充実

外国人材の在留資格審査の迅速化 【熊本県】
半導体関連産業に従事する外国人技術者やその配偶者等の受入れの円滑化のため、県の一定の関与のもと、在留資格審査を迅速化する。

職業能力開発校における外国人材の受入拡大 【宮城県】
企業誘致等による人材需要の増加に対応するため、職業能力開発校への外国人材の受入れを可能とし、卒業後も特定技能（製造関
係）の在留資格を得られるようにする。（入管法省令等）

土地利用の円滑・柔軟化 【北海道江別市、千歳市、恵庭市、北広島市、当別町、三重県桑名市、岡山県総社市】
次世代半導体工場の設立に伴う関連産業施設等の整備や、新たな産業立地を促進するため、都市計画決定に係る各種手続きの迅速化、
市街化調整区域の開発、農地転用・農業振興地域の除外等の規制を緩和する。（都市計画法、農地法、農振法）

乗合バス事業の参入促進 【北海道千歳市】
不足する公共交通を確保するため、乗合バス事業について、営業所ごとの最小保有車両台数の緩和や、複数事業者間での運行管理業務
の実施を可能とする。（道路運送法）

大規模な産業立地等に伴う環境整備

※本資料は、提案資料に基づき事務局において内容を便宜上整理・要約したもの
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水素貯蔵上限の緩和 【福島県・浪江町】
１日の水素の需要量を賄うことができない現行の水素の貯蔵上限や圧力の上限を緩和し、水素の効率的な配送や利活用を進める。
（建築基準法、高圧ガス保安法）

外国人による不法就労等の防止に向けた地方公共団体の積極的な関与 【群馬県】
外国人による不法就労等の犯罪を防止するため、国や技能実習機構が持つ役割・権限を地方公共団体に一部委譲、又は関与ができること
とする。（技能実習法）

災害時等における条例公布時の署名の電子化 【茨城県】
自署に限定される条例公布時の地方公共団体の長の署名について、災害時など登庁が困難な状況を想定し、電子署名による署名※を可
能とする。（地方自治法） ※タイムスタンプにより、電子署名の有効期間を長期間確保する。

統計調査手法の見直し 【茨城県】
国勢調査について、国勢調査員が調査関係書類を世帯ごとに配布する国勢調査令の規定を削除し、直接、世帯に対して郵送できるよう所
要の改正を行う。（国勢調査令）

地方自治法、地方公務員法の規制緩和（自由で創意工夫できる地方公務員制度） 【茨城県】
地方公務員の一部の職種の給与について、職務に応じて柔軟に給与を支払うジョブ型の給与制度を地方公共団体の判断で導入できるよう
にする。（地方公務員法、地方自治法）

その他

※本資料は、提案資料に基づき事務局において内容を便宜上整理・要約したもの


